
 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会 

報 告 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年４月 

 
 
 



2 

 

はじめに 

地球温暖化問題はその影響が地球全体に及ぶことから、国際的な取組が必要な課題であ

る。その問題は急速に深刻さを増しているが、本年は京都議定書の第１約束期間の開始年

であり、また７月には地球温暖化問題を主要課題とする北海道洞爺湖サミットも開催され

るなど、まさに環境が国際社会の重要課題となる年である。 

こうした中で、日本のみならず世界に急速に浸透しつつあるＩＣＴ（情報通信技術）は

安全・安心な社会の実現、個人の生活様式や企業の経営方法の変革による利便性向上や地

域経済の発展に大きく寄与するとともに、業務の効率向上などを通じて地球温暖化問題へ

の解決にも貢献できると期待されている。しかし一方、そのために高度なＩＣＴ機器の増

加に伴う電力消費の増大が地球温暖化へ影響するという問題も考慮しなければならない。 

以上のような背景を踏まえ、本研究会では、平成１９年９月から平成２０年４月までの

間、ＩＣＴが地球温暖化にもたらす影響を明確にするとともに、地球温暖化問題への解決

に資するＩＣＴ政策について議論を重ねてきた。 

  地球温暖化問題の解決への挑戦が人類の重要な課題となりつつある現在、本研究会報告

書を取りまとめたことの重要性は非常に高いと確信する。本報告書が、「経済成長と利便性

の向上を追求しつつ地球温暖化問題へ積極的に貢献できるＩＣＴ」のさらなる普及促進に

向けて、今後の具体的な取り組みにおいて活用されることを期待する。 

 

平成２０年４月 

地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会 

座長 月尾 嘉男 
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第１章 地球温暖化問題とＩＣＴの進展 

１．１ 地球温暖化問題の現状とその対応に向けた取組 
 
１．１．１ 地球温暖化問題の現状 
地球温暖化問題はその影響が地球規模に及ぶことから、国際的な取組が必要な人類共通の

課題である。地球温暖化問題が年々深刻さを増している中、京都議定書の第１約束期間が２

００８年から開始となり、さらに世界全体で取り組むべき対応について国際的な議論が高ま

りつつある。また、２００８年７月には北海道洞爺湖サミットで地球温暖化問題が主要な議

題として取り上げられる予定になっている。現在、地球温暖化問題に対する関心がかつてな

いほど世界的に高まっているとともに、その深刻さが広く認識されつつあるといえる。 
気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC）1

は、２００７年１１月に取りまとめた第４次評価報告書（統合報告書）2において、気候シス

テムの温暖化には疑う余地がなく、２０世紀半ば以降に観測された気温上昇のほとんどは、

人為起源の二酸化炭素（ＣＯ２）を始めとする温室効果ガスの増加によってもたらされた可能

性がかなり高いと結論づけた。２１世紀末の世界平均地上気温は、２０世紀末と比較して、

環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する社会シナリオで約１．８℃（１．１～２．９℃）、

化石エネルギー源を重視する社会シナリオで約４．０℃（２．４～６．４℃）上昇する可能

性があるとの予測などを発表した。世界の気候システムに深刻な変化を及ぼす温室効果ガス

の削減は、世界的にも喫緊の課題となっている。 

図１．１：地上気温上昇及び２１世紀の年平均気温の上昇（１９８０～１９９９年との比較）3 

                                                 
1 IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：ジュネーブの WMO（World Meteorological 

Organization：世界気候機構）本部内に UNEP（United Nations Environment Program：国連環境計

画） と共同で設置された政府間機構。気候変動に関する最新の科学的・技術的・社会経済的知見を

とりまとめて評価し、各国政府へ助言することを目的としている。 
2 IPCC, Climate Change 2007-The Forth Assessment Report of the IPCC 

5 

 

3 IPCC 第４次評価報告書（統合報告書）AR4 SYR Topic3 図 3.2。図の予測シナリオの説明は以

下のとおり。A1「高成長型社会シナリオ」（A1FI：化石エネルギー源を重視、A1T：非化石エネルギ



地球温暖化問題は世界の気候システムに多大な変化をもたらすと同時に、経済にも深刻な

影響を及ぼすといわれている。気候変動と経済に関する包括的な報告書であるスターン・レ

ビュー4によると、ＣＯ２排出削減のための強固かつ早期の行動による便益は、行動を取らな

かった場合のコストを大幅に上回るという。気候変動の問題に取り組まないコストは、世界

全体のＧＤＰの少なくとも５％に相当するが、気候変動による最悪の影響を避けるための行

動を起こせば、その年間コストをＧＤＰの約１％に抑えることができるとし、早急な行動を

促している。 

 

図１．２：各種モデルによるＣＯ２削減率と世界ＧＤＰに占める削減費用の割合の比較 

 

１．１．２ 京都議定書 

地球温暖化問題に関する国際社会の取組は、京都議定書の採択及び発効によりその成果と

して結実した。１９９２年５月にブラジルのリオデジャネイロで開催された地球サミットに

おいて、地球温暖化問題に対処するため気候変動枠組条約が採択され、１９９４年３月に発

効された。同条約の究極の目的である「気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととな

らない水準において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させること」を達成するための長

期的・継続的な排出削減の第一歩として、１９９７年１２月に京都で開催された気候変動枠

組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）5において京都議定書が採択された。 

京都議定書は、ＣＯ２を始めとする６種類の温室効果ガスの排出量を、２００８年から２０

１２年までの第１約束期間において、先進国全体で１９９０年を基準年として少なくとも

                                                                                                                                                      
ー源を重視（新エネルギーの大幅な技術革新）、A1B：各エネルギー源のバランスを重視）、A2「多

元化社会シナリオ」、B1「持続的発展型社会シナリオ」、B2「地域共存型社会シナリオ」。 
4 Stern Review: 2006 年 10 月に英国財務省の委託により作成されたスターン卿らによる気候変動問題

に関する報告書 

6 

 

5 COP3: The 3rd Session of the Conference of the Parties to the UnICTed Nations Framework 
Convention on Climate Change 
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５％削減することを目指している。目標は各国ごとに法的拘束力のある数量化された約束と

して定められており、我が国の場合は６％削減である。我が国は２００２年６月に京都議定

書を締結した。２００４年１１月にロシアが締結したことにより、①５５ヵ国以上の国が締

結すること、②締結した条約附属書Ⅰ国（ＯＥＣＤ諸国及び市場経済移行国）の１９９０年

のＣＯ２排出量を合計した量が、全附属書Ⅰ国の総排出量の５５％以上を占めること、という

２つの発効要件を満たしたため、２００５年２月に京都議定書は発効した。 

 

１．１．３ 京都議定書を受けた我が国の現状と取組 

京都議定書の採択を受けて、我が国は１９９８年６月、内閣に設置された地球温暖化対策

推進本部において、２０１０年に向けて緊急に推進すべき地球温暖化対策を取りまとめた「地

球温暖化対策推進大綱」を決定した。また、地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖

化対策推進法）の制定、地球温暖化対策に関する基本方針の閣議決定などを通じて、地球温

暖化対策推進の基本的な枠組みを構築するとともに、エネルギーの使用の合理化に関する法

律（省エネルギー法）の改正等の国内対策を実施した。各種国内体制の整備を受けて、我が

国は２００２年６月に京都議定書を締結した。 

２００５年４月には、「地球温暖化対策推進法」に基づき、京都議定書の６％削減約束を確

実に達成するために必要な措置を定める「京都議定書目標達成計画」を閣議決定した。同計

画では、京都議定書の６％削減約束の達成への取組が我が国の経済活性化・雇用創出などに

もつながるよう、技術革新や創意工夫を生かし、環境と経済の両立に資するような仕組みの

整備・構築を図ることとなっている。現在、同計画に基づき様々な対策・施策が実施されて

いるが、温室効果ガス排出量は近年その増加率は低下しているものの依然として増加してお

り、２００６年度の我が国の排出量は１３億４，１００万ｔ-ＣＯ２で、基準年度（１９９０

年度）6比で６．４％の増加となっている。 

 
6 京都議定書では、CO2、CH4、N2O については 1990 年を基準年と定め、HFC、PFC、SF6について

は 1995 年を基準年に選択することも可能としている。我が国は後者の基準年を 1995 年としている。 
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図１．３：我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し 

部門ごとに見ると（図１．４参照）、製造業が石油危機を経て大幅な省エネを達成したのに

対して、自家用自動車を含む一般家庭やサービス部門におけるＣＯ２排出量が、豊かさを求め

るライフスタイルの進展等により増加してきた。産業部門の２００６年度排出量は基準年度

比－５．６％である一方、運輸部門の２００６年度排出量は基準年度比＋１７．０％であり、

業務部門、家庭部門の２００６年度排出量はそれぞれ基準年度比＋４１．７％、＋３０．４％

となっている。２００７年度に同計画に定める対策・施策の進捗状況・排出状況等を総合的

に評価し、第１約束期間において必要な対策・施策を２００８年度から講ずるため、２００

８年３月、同計画が改定された。 

なお、「日本の温室効果ガス排出量データ」7によれば、業務部門のうち「通信放送」分野

のＣＯ２排出量は、２００５年度で６９７万ｔ-ＣＯ２であり、２００５年度の我が国の総排

出量１３億５，９００万ｔ-ＣＯ２の０．５％を占める。 
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7 「日本の温室効果ガス排出量データ（１９９０～２００５年度）」（温室効果ガスインベントリオフ

ィス）http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/nir/nir-j.html 

http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/nir/nir-j.html


 

図１．４：部門別ＣＯ２排出量の推移 

 

１．１．４ ポスト京都議定書に向けた動き 

近年、京都議定書第１約束期間後（２０１３年）の枠組みづくりに向けた動きが活発化し

ている。２００７年６月のハイリゲンダムサミットでは、議長総括において、２０１３年以

降の排出削減の地球規模での目標を定めるにあたり、全ての主要排出国を含むプロセスにお

いて、２０５０年までに地球規模での排出を少なくとも半減させることを真剣に検討するこ

ととし、主要排出国による新たな枠組みを２００８年までに立ち上げ、２００９年までに国

連気候変動会議のもとでのグローバルな合意作りに貢献することの重要性が合意された。ま

た、２００７年９月のアジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）首脳会議では、気候変動、エネル

ギー安全保障及びクリーン開発に関するシドニーＡＰＥＣ首脳宣言において、２０３０年ま

でに域内のエネルギー効率を少なくとも２００５年比で２５％以上向上させるなどの行動ア

ジェンダを決定した。 

２００７年１２月に開催された気候変動枠組条約第１３回締約国会議（ＣＯＰ１３）では、

いわゆるポスト京都議定書の枠組みを２００９年までに採択することが合意され、その際の

議論において考慮される点として、排出削減に関するグローバルな長期目標の検討、全ての

先進国による計測・報告・検証可能な緩和の約束または行動、途上国による計測・報告・検

証可能な緩和の行動等が明記された。今後、実効性の高いポスト京都議定書の枠組みを策定

するためには、京都議定書に参加していない最大の温室効果ガス排出国である米国や、急速

に経済発展している中国、インドなどの積極的な参加が鍵となる。ＣＯＰ３の議長国であっ

9 
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た我が国には、環境先進国家として低炭素社会の実現に向けて世界を牽引する指導力・実行

力が求められている。 

 

１．２ 地球温暖化問題とＩＣＴの関係 

１．２．１ ＩＣＴの進展 

ＩＣＴ（情報通信技術）は世界的に急速に進展しており、安全・安心な社会の実現、個人

のライフスタイルや企業のビジネスモデルの変革による利便性向上・経済活性化に大きく寄

与している。１９９０年代後半からインターネットが急速に普及し、特に近年は、ＡＤＳＬ

や光ファイバ等によるブロードバンド化、携帯電話等によるモバイル化、放送のデジタル化、

コンテンツのリッチ化が劇的に進展している。我が国では、世界最速かつ最も低廉な最先端

のブロードバンド環境が実現しているとともに、ＩＰ化の進展に伴うＩＣＴサービスの高度

化・多様化が急速に進んでいる。また、家電・センサ等がネットワークに接続するとともに

端末の高機能化が進み、利便性の高いサービスやネットワークとの新たな連携形態が出現し

ている。また、電話網とインターネットの長所を合わせ持つ新しい情報通信ネットワークで

ある次世代ネットワーク(Next Generation Network：ＮＧＮ)を社会インフラとして整備する

取組が始まっているほか、ワイヤレス通信の高度化、テレビ放送デジタル化への完全移行に

向けた取組等が盛んに行われている。 

ＩＣＴを利活用するためのインフラであるネットワークは、社会活動・経済活動を支える

重要な社会インフラとして国民生活に不可欠なものとなっており、２０１０年にはいつでも、

どこでも、何でも、誰でもつながるユビキタスネットワークが進展したユビキタスネット社

会が実現することが期待されている。 
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図１．５：ブロードバンド化の進展 

 

１．２．２ ＩＣＴの進展が地球温暖化問題に与える影響と効果 
ＩＣＴの進展は、経済成長や利便性の向上に寄与すると同時に、身の回りのあらゆる機器

や端末がネットワークに接続されることにより、ＩＣＴ機器が増加・高機能化し、ネットワ

ークを流通するトラヒックも加速度的に拡大することにもつながる。このため、ＩＣＴ機器・

ネットワークの運用に伴う電力消費量が増加する結果、ＣＯ２排出量が増加することが懸念さ

れており、省エネ等の取組を通じた地球温暖化への配慮が強く求められている。なお、電力

消費量とＣＯ２排出量の関係は、原子力発電の推進等の供給側の対策にも依存するが、今後の

電力消費量の増加がＣＯ２排出原単位の改善のペースを上回って推移すれば、ＣＯ２排出量は

増加する。 
ＩＣＴ産業における省エネ等の取組は、ＣＯ２排出削減のために不可欠な要素である。ＩＣ

Ｔ分野が排出するＣＯ２は全体の約２％にすぎないという試算がある8が、蓄積データ量や通

信データ量の増大に伴い、電力消費量の増加への対応は必須であり、ICT機器やデータセンタ

の省エネ化の取り組みが行なわれている。 
一方、ＩＣＴを利活用することにより、ＩＣＴが活用されるあらゆる社会・産業分野にお

いて生産・物流・消費の経済活動の飛躍的な効率化、交通代替や渋滞緩和等を実現し、より

ダイナミックにＣＯ２排出削減に貢献することが可能となる。 

 
8 米国 Gartner 社 
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ＩＣＴは必ずしもＣＯ２排出量の削減を意図したものではなく、通常はサービス向上、業務

効率化やコスト削減等を目的として導入されるが、結果としてＣＯ２排出削減に貢献すること

が可能である。ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果は、主に、 

① エネルギー利用効率の改善 

② 物の生産・消費の効率化・削減 

③ 人・物の移動の削減 

により実現する。 

 ①は、例えば、ビルエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）や家庭用エネルギー管理システ

ム（ＨＥＭＳ）により、ビルや住宅の照明や空調をきめ細かく制御して、必要な快適性を維

持しながら省エネを達成することが可能である。また、高度道路交通システム（ITS）は、車

内でリアルタイムに渋滞情報や規制情報などの道路交通情報を知ることができ、カーナビが

渋滞を避けた迂回路を再検索したりすることで自動車の平均速度が向上し、その結果燃費が

向上する。②では、例えば、サプライチェーンマネジメントにより需要量についての情報が

生産者側にも共有されることで、需要量に合わせた生産・流通が可能となり生産に伴うＣＯ２

排出量を減少させたり、レセプトのオンライン化による紙の消費の削減、音楽コンテンツダ

ウンロードによるＣＤの削減などにより、物の生産・消費に係るＣＯ２排出量を削減すること

ができる。また、③はテレワークにより自宅等で勤務する形態にすると、業務の効率化向上

に資するとともに、通勤のための自家用自動車の利用等が減少する。同様に、ＴＶ会議を導

入すると、不必要な出張移動が減少する。このため、交通機関の燃料消費が少なくなり、Ｃ

Ｏ２排出量が削減されると考えられる。 

以上のように、ＩＣＴは経済成長と利便性の向上を追求しつつ、地球温暖化問題へ積極的

に貢献できるものと言える。 

その他、ＩＣＴによる地球温暖化関連情報の収集・分析等への貢献にも期待が高まってい

る。センサーネットワーク、リモートセンシング、ＧＰＳによる位置情報把握などの技術を

活用することで、自然環境を包括的にカバーする地球環境観測システムの構築が可能である。

このシステムは温室効果ガス削減や吸収源9対策、京都メカニズム10等の環境対策の効果を検

証していく上でも重要な役割を果たすと考えられる。また、気温・湿度など環境情報の収集

にセンサーネットワークの活用が期待される。 

 
9 温室効果ガスを吸収する森林等のこと。京都議定書では、土地利用の変化及び林業セクターにおけ

る「1990 年以降」の「直接的かつ人為的」な「植林・再植林・森林減少」といった活動から得られ

る吸収・排出量に限って当該国の削減量・排出量に算入できることになった。 
10 京都議定書では、各国の削減目標を達成するための仕組みとして、国内対策だけでなく、他国で削

減した量を自国で削減したとカウントしたり（共同実施(JI)、クリーン開発メカニズム(CDM)）、他

国から削減量を買ったり（排出量取引）する制度を定めている。これらは京都メカニズムと総称さ

れる。 



１．２．３ リモートセンシング技術による環境計測 

地球環境の変化を監視する役割として、リモートセンシングに対する期待は大きい。リモ

ートセンシングとは、遠隔測定の意味であり、一般に光や電波を含む電磁波を使った測定が

行われる。リモートセンシング技術は、計測技術とデータ処理による情報抽出、さらに情報

の配信等を含め、ICT の高度な利用と考えられる。リモートセンシングによる計測の結果は、

地球環境の変化を把握するために利用されるとともに、地球温暖化対策の最適化を実現する

上で活用される必要がある。 
リモートセンシングによる環境監視は、ローカルなものから地球規模まで多様な対象に対

して適用されている。地球規模の環境監視には、衛星観測が利用され、観測対象として、大

気、地表面、海洋に分類され、雨、雲、水蒸気、気温等の気象要素、植生、土地利用、雪氷、

海面高度、海上風等の多様な観測が継続的に行われている。また、地表面監視として災害の

監視も重要な役割を果たしている。 
衛星観測の成果の典型例として、１９８０年代に発見されたオゾンホール観測がある。米

国 NIMBUS 衛星に搭載されたオゾン全量分光計は、南極上空のオゾンホールの広がりや時間

変化を観測し、画像として示した。これにより、この問題を一般の人にも広く印象付けた。

また、日本と米国で共同開発された TRMM(熱帯降雨観測)衛星は、わが国で開発された世界

初の衛星搭載降雨レーダにより、世界の降雨分布を高精度に測定した。TRMM 降雨レーダの

観測例として、米国で２００５年に大きな被害をもたらしたハリケーン・カトリーナの降雨

の３次元分布図を図１．６に示す。 

 
図１．６: TRMM 搭載降雨レーダで観測されたハリケーン・カトリーナの降雨の３次元分布 

 
地球温暖化問題への対処を目的とした地球観測衛星計画例としては、以下の計画が進行中

である。２００８年度打ち上げ予定のわが国の衛星である GOSAT は、世界で始めて地球全

体の大気中の CO2濃度を観測することを目的としている。観測センサは、太陽光の散乱光を

受動型の赤外分光器で観測し、CO2 の高度方向の積算量を測定する。アジア大陸スケールで

の CO2排出量の測定・評価が期待されている。 
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日欧の国際共同プロジェクトとして進められてきた EarthCARE 計画(2013 年打上予定)は、

地球温暖化予測において最大の誤差要因である、雲・エアロゾル(大気中の微粒子)の影響を評

価し、温暖化予測精度の改善に寄与することを目的としている。エアロゾルが太陽光を反射

したり、雲の性質を変化させると、地球を冷却すると指摘されているが、現状ではその影響

力の推定精度が低く、温暖化予測における最大の誤差要因となっている。この問題の改善の

ために、EarthCARE 衛星には、雲とエアロゾルの３次元観測を行うミリ波雲レーダとエアロ

ゾル測定用のライダー等のセンサを搭載する。この中で、わが国では、NICT と JAXA の協力

により 94 GHz の雲レーダの開発が行われる。 
衛星リモートセンシングとともに、地上あるいは航空機搭載用リモートセンサに関しても

種々の技術開発が行われている。最近、独立行政法人情報通信研究機構（NICT）で新たに開

発に成功したセンサ技術として、CO2 濃度測定用のレーザがある。これは、最近試験観測が

可能になったもので、地上観測において、将来的には 10 km 程度の領域の CO2濃度の空間分

布の測定の可能性がある。これにより、これまで十分知られていない CO2のローカルな循環

についても、新たな知見をもたらすものと期待される。本技術は、将来的には衛星搭載によ

る地球規模の観測への応用も検討されている。本レーザセンサの測定概念図及び試作システ

ムを図１．７及び図１．８に示す。 

 

図１．７: CO2レーザセンサ観測概念図 
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図１．８: CO2レーザセンサ試作システム 
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このようなリモートセンシング技術の研究は、地球温暖化の現状把握や温暖化予測の改善

に不可欠なものである。さらに、モニタリングの結果を温暖化対策に反映させることにより、

温暖化対策の最適化を実現することが可能になろう。NICT の関連研究開発については、概要

を参考資料２に示す。 
 

１．２．４ 地球シミュレータによる環境予測 

地球温暖化問題への対応を具体的に検討するためには、気候変動を現実的に再現し、今後

の見通しを予測することも不可欠である。国際的な取り決めにも大きな影響を及ぼすことか

ら、正確で最先端の地球温暖化予測が求められる。東京大学気候システム研究センター、海

洋研究開発機構地球環境フロンティア研究センター、国立環境研究所など我が国の研究機関

は、地球シミュレータなどのスーパーコンピュータを用いて２０世紀において観測された地

球の平均地上気温の上昇傾向を再現すると同時に、２１００年までの地球温暖化の見通し計

算を行うなどの成果を上げている（参考資料３参照）。これまでは、地球温暖化が進行したと

きの気温上昇量の分布は、大陸規模程度の大まかな特徴しか予測することができなかったが、

現在ではより詳細な予測を行うことが可能となっており、より具体的な影響評価を行うこと

が可能になっている。もっとも、地球温暖化対策の必要性の根拠は、莫大な情報の収集と解

析システムの上に成立しており、なお残る不確実性や対応策策定のためには、ＩＣＴの進展

が不可欠となっている。 
 

 



第２章 ＩＣＴ分野におけるＣＯ２排出量及びＣＯ２排出削減効果 
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ＩＣＴの進展によりＩＣＴ機器・インフラが普及拡大し、それらの使用に伴う電力消費量が

増加する可能性がある一方で、「エネルギーの利用効率を改善する」「物の生産・消費を効率

化・削減する」「人・物の移動を削減する」というＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果が期

待されている。そこで、ＩＣＴを利活用して環境負荷低減に貢献している事例を収集し、実

際のＣＯ２排出削減量を評価する試みを実施した。また、こうしたＩＣＴ利活用によるＣＯ２

排出の削減とＩＣＴ使用によるＣＯ２排出の増加を総合して、２０１２年までにＩＣＴの進展

が我が国全体に及ぼすマクロ的な影響を評価するために定量的な分析を行った。 

 

２．１ ＩＣＴによる環境負荷低減の評価方法 

２．１．１ 基本的考え方 

ＩＣＴによる環境負荷低減を評価するためには、ＩＣＴシステム及びネットワークの使用

によるＣＯ２排出と、ＩＣＴの利活用により業務の効率化や人の移動、物の消費等が適正化さ

れることによるＣＯ２排出の削減効果の両方を考慮する必要があり、この両者の差分によって、

ＩＣＴによる環境負荷低減の具体的なＣＯ２排出削減量を算定することが可能になる。 

 

ＣＯ２排出削減効果量 
ＩＣＴ利活用による ＩＣＴ使用による

ＣＯ２排出量 
ＣＯ２排出削減量  － ＝

 

 

① ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果量 

ＩＣＴを利活用することにより、業務効率が改善されたり、人や物の移動を削減するこ

とによりＣＯ２排出量が削減できる。このようなＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減の効果

としては、一般に、以下の８つの効果が挙げられる11。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
11 総務省ガイドブック「ICT を環境にやさしく活用するために」 環境チェックリスト（p11） 
 http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/070406_1_1.pdf 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/070406_1_1.pdf


表２．１：ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減の効果 
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項目 内容 
物の消費 物の消費量（紙の消費量など）を削減することにより、物の生産・廃棄

にかかるＣＯ２排出量や廃棄物排出量の削減を図ることができる 

電力消費・ 
エネルギー消費 

電力やエネルギーの利用を効率化して消費量を削減することにより、発

電・送電等にかかるＣＯ２排出量を削減できる 

人の移動 人の移動を削減することにより、輸送の交通手段に要するエネルギー消

費量を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる 

物の移動 物の移動を削減することにより、輸送の交通手段に要するエネルギー消

費量を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる 

オフィススペース 
の効率化 

オフィススペースを効率的に利用することにより、照明や空調等の電力

消費量を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる 

物の保管 物の保管スペースを削減することにより、照明や空調等にかかる電力消

費量を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる 

業務効率化 業務効率化により、資源・エネルギー消費量を削減し、ＣＯ２排出量削

減等を図ることができる 

廃棄物 廃棄物の排出量を削減することにより、環境保全と同時に廃棄物の処分

等に要するエネルギー消費量等を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる 
 

② ＩＣＴ使用によるＣＯ２排出量 

ＩＣＴシステムの使用に伴うＣＯ２排出量としては、ＩＣＴ機器やネットワークの製造・設

置等の過程での資源・エネルギー消費やそれに伴うＣＯ２排出、使用段階における電力消費、

廃棄・リサイクルされる過程で発生するＣＯ２排出が挙げられる12。 

 

２．１．２ ＩＣＴの環境負荷低減評価で活用できる原単位 
ＩＣＴの環境負荷低減評価において、原単位をどのように設定してどのような数値を利用

するかは、最終的な結果を判断する上で重要な条件となる。一般に、ＩＣＴ利用による各環

境負荷要因は、それぞれの財・サービスの消費量が分かれば、次式により算出できる。 
 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

した時の環境負荷量

単位消費財･サービスを

財･サービスの消費量

環境に影響を与える
環境負荷＝

1
      ････式１ 

 
原単位とは、財・サービスを１単位消費したときの環境負荷量であり、大きく分けて積上

                                                 
12 ICT による CO2排出削減量を求めるには、理想的には上記の定義に従い、機器の製造・廃棄に伴う

CO2排出量を考慮することが重要であるが、この場合、ICT 利活用により代替される側の機器等の

製造・廃棄に伴う CO2排出量についても考慮することが妥当である。このような機器等の製造・廃 
棄に伴う CO2排出量を算出すべきデータが未整備のものもあることから、本報告書の試算（事例の

応募を含む）では、使用段階に限定した範囲で試算されたものもある。 



げ法と産業連関法によるものがある。このような原単位をあらかじめ準備することで、環境

に影響を与える財･サービスの消費量より、環境負荷が計算可能となる。 

全ての製品に使用される原料や投入されるエネルギーは、鉱山から採掘される鉱石や油田

から採掘される原油に由来している。したがって、原料の採掘から製品製造までの全てのプ

ロセスをひとつひとつ辿って資源の投入量と環境への負荷量を積算することで原単位を求め

ることが可能である。これが積み上げ法による原単位の作成方法であるが、客観的なプロセ

スデータ（投入、排出量）に基づく詳細な調査が必要であり、高度な専門知識と膨大な調査

を必要とすることから、データベース化の試みは一部の製品・素材にとどまっている。 

それに対して、日本国内における生産部門間の製品やサービスの取引金額と、様々な生産

部門に直接投入されるエネルギー量を推計することにより、原単位を求める方法が産業連関

法である。基本的に、生産部門間の製品・サービスの取引金額と、様々な生産部門に直接投

入されるエネルギー量は、総務省が中心になって５年ごとに集計される産業連関表の基本取

引表と物量表から求めることができる。これは行列計算により算出されるが、基本分類約４

００項目の原単位に加えて、部門別品目別国内生産額表を用いることで、２，０００種類以

上の原単位が得られることが特徴である。 

産業連関表を用いたＣＯ２原単位としては、国立環境研究所が２０００年版産業連関表を用

いて基本分類約４００項目の製品・サービス部門について１００万円当たりの財・サービス

を生産するためのＣＯ２原単位を公表している13。 

この原単位を用いると、以下の計算により、ＩＣＴの評価に必要な製品やサービスを１単

位生産する際のＣＯ２原単位が得られる。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

原単位生産するための

ービスを万円当たりの製品･サ

当たりの単価

単位製品･サービス

原単位当たりの

単位製品･サービス

22 CO
1001

CO
1

  ････式２ 

 

上記換算式から、同時に生産額当たりの原単位を物量単位の原単位に変換することができ、

これによりＩＣＴの評価を実施する際に利用しやすい原単位となる。 
なお、原単位は、製品の製造工程や発電効率等によって変わりうるものである。 
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13 http://www-cger.nies.go.jp/publication/D031/index.html 

http://www-cger.nies.go.jp/publication/D031/index.html


表２．２：ＩＣＴの環境負荷低減評価で利用する主なＣＯ２原単位(参考)14 

備考（出典など）

物の消費 紙 1.28 kg-CO2/kg

　　　重量換算係数 0.004 kg/枚 紙パルプハンドブック（1998）

ＣＤ 0.250 kg-CO2/枚 機械統計年報（2001)

　　　書換型 0.460 kg-CO2/枚 機械統計年報（2001)

　　　追記型 0.169 kg-CO2/枚 機械統計年報（2001)

人の移動 普通・小型乗用車 0.0839 kg-CO2/人・km 日本統計年鑑（2005）

バス 0.0615 kg-CO2/人・km 　　　　　　〃

鉄道 0.0329 kg-CO2/人・km 　　　　　　〃

航空機 0.186 kg-CO2/人・km 　　　　　　〃

物の移動 トラック 0.205 kg-CO2/t・km 　　　　　　〃

鉄道貨物 0.0315 kg-CO2/t・km 　　　　　　〃

航空貨物 1.410 kg-CO2/t・km 　　　　　　〃

貨物船 0.027 kg-CO2/t・km 　　　　　　〃

オフィススペース オフィススペース 76.0 kg-CO2/m2・年
民生部門ｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態調査
(NEDO)、環境負荷原単位データ
ブック（国立環境研究所）

13.1 m2/人
日本ﾋﾞﾙﾁﾞﾝｸﾞ協会
http://www.birukyo.or.jp/

倉庫スペース 普通倉庫 46.4 kg-CO2/m2・年 日本統計年鑑（2005）

IT・ﾈｯﾄﾜｰｸ機器電力消費 電力 0.363 kg-CO2/kWh

データ通信 ネットワーク通信 0.0025 kg-CO2/Mbyte ICTｻｰﾋﾞｽの環境効率に関する報
告書（産業環境管理協会, 2004）

FAX通信 0.14 kg-CO2/h 環境効率研究WG３資料（2003）

郵便（封書） 0.0973 kg-CO2/通

燃料 ガソリン
2.75 kg-CO2/L

環境負荷原単位データブック
（国立環境研究所）

灯油 2.65 kg-CO2/L 　　　　　　　　　〃
軽油 2.95 kg-CO2/L 　　　　　　　　　〃
重油 2.81 kg-CO2/L 　　　　　　　　〃

都市ガス 2.22 kg-CO2/m3 　　　　　　　　　〃

CO2原単位環境負荷要因

1人あたりのワークスペース

 
 
２．２ ＩＣＴによる環境負荷低減事例 

総務省では２００７年１０月２６日に「ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集」の報道発

表を行い15、これに対して寄せられた実際のＩＣＴ利用者からの事例について、本研究会に

おいて環境負荷低減効果を算定することとした。 

                                                

 

２．２．１ ICTによる環境負荷低減事例の評価算定方法 
① 基本方針 

 
14 環境負荷原単位データブック（国立環境研究所）から得られる金額あたりＣＯ２原単位を、産業連関

表部門別品目別国内生産額表（品目表）から得られる単位を用いて物量あたりに換算した。品目表

から単位の得られないものは、備考欄に記した資料から単位を得た（「ICT 社会を環境で測る」記載

の原単位表に、普通・小型乗用車の原単位を追記）。 
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15 http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/071026_12.html 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/071026_12.html


評価算定に当たっては、以下の基本方針により行った。 

◆機能単位16をＩＣＴ導入前後で合わせ、評価期間は 1 年間とする。 

◆評価するライフサイクルステージは原則として使用段階とする。 

◆他サービスと共用されているＩＣＴ機器は、可能なものについては按分を行なう。按分

データが得られないものは専用として算定する。 

 

② ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果量 

ＩＣＴ導入前後における表２．２ ＩＣＴの環境負荷低減評価で利用する主なＣＯ２原単

位(参考)に示した環境負荷要因の各項目の物量データを応募者へのヒアリングにより収集

した。ＩＣＴ導入前後のそれぞれの物量把握が困難な場合は、その導入によって物量がど

のように変化したか、変化量のデータをヒアリングした。このようにして得られた物量又

はその変化量に原単位を掛け合わせることにより、ＣＯ２排出量を算出した。 

 

 

 

なお、表２．２にない原単位については、環境負荷原単位データブック（国立環境研究

所）から得られる金額当りＣＯ２原単位を、産業連関表部門別品目別国内生産額表（品目表）

から得られる単価を用いて物量当りに換算した原単位を用いることとした。 

20 

 

                                                

 
③ ＩＣＴ使用によるＣＯ２排出量 

ＩＣＴ機器使用によるＣＯ２排出量と、ネットワーク利用によるＣＯ２排出量により算出す

る。ＩＣＴ導入前後の機器台数やネットワーク回線数などの物量データを事例応募者へのヒ

アリングにより収集した。ＩＣＴ導入前後のそれぞれの物量把握が困難な場合は、その導入

によって物量がどのように変化したか、変化量のデータのみをヒアリングした。このように

して得られた物量又はその変化量に原単位を掛け合わせることにより、ＣＯ２排出量を算出

した。なお、他サービスと共用されているＩＣＴ機器のＣＯ２排出量については、基本方針

に沿って可能なものについては按分を行なった。 

＝ × 

＝ 原単位 × 物量(回線数) × 

ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果量 原単位 物量 

ＩＣＴ使用によるＣＯ２排出量 

 
 

按分値

 

算定に使用する原単位は、「ICTが地球環境に与える影響の評価に関する調査結果」（２０

０２年総務省）17や文献より、表 2．3 の値を用いた。上記に無い原単位については、エコ

リーフ、文献等の公表値を用いることとした。 

 
16 評価する製品やサービスの機能や性能を一定の数量単位で表現して設定する。 
 自動車の例：2 万 km の走行 
17 http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/pdf/020806_2.pdf 

http:/www.soumu.go.jp/s-news/2002/pdf/020806_2.pdf
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表２．３:算定に使用した原単位 

ＩＣＴ機器 原単位（kg-CO2/年/台または回線） 

デスクトップＰＣ 71.4 

ノートＰＣ 27.8 

ＣＲＴディスプレイ 67.5 

液晶ディスプレイ 21.9 

プリンタ 74.7 

サーバ（ミッドレンジ） 1066 

サーバ（ＷＳ） 793 

移動通信機器 1.4 

固定電話 14.2 

ファクシミリ 12.2 

ブロードバンド回線 10618
 

 

２．２．２ ＩＣＴによる環境負荷低減事例募集の結果及び評価結果 
表２．４に応募事例４４件中、評価に必要なデータの収集ができ評価可能であった３９事

例のサービス概要及び評価結果のまとめ（ＩＣＴ導入前後のＣＯ２排出量、削減量、削減率） 
を示す。事例毎の詳しい評価結果は、本報告書の参考資料４にまとめて示す。 

 

                                                 
18由比藤光宏、澤田孝、折口壮志、西史郎：ブロードバンドネットワークの CO2 排出量の試算，電子

情報通信学会 2008 総合大会講演論文集,B-16-9 



① 今回の応募事例全体で削減されるＣＯ２排出量は約２７万ｔ－ＣＯ２／年、削減率は約９

３％であった。 
② 最も削減率が大きいのは Web 会議システム（Ｔ－１）の９８．９％で、約９億通のダイ

レクトメールのインターネット配信（Ｐ－１）の９８．５％、ＴＶ会議システム（Ｔ－２）

の９８．４％がこれに続く。 
③ なお、ＣＯ２排出削減効果は利用規模に依存するものであり、例えばＯ－７は削減効果が

マイナスの結果となっているが、これは応募時点では試行段階や導入計画途中段階であっ

たからであり、導入計画完了後に十分な利用規模となった際には削減効果がプラスになる

ことが試算される。図 2．1 にはＯ－７の試行段階（実績）での評価結果とともに導入計

画完了を想定した場合の試算結果（見込み）もあわせて示す。 

ＣＯ２排出量の比較（絶対値）
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（239kg-CO2増加）

177kg-CO2

7.2％削減

（190kg-CO2削減）

416kg-CO2

2,650kg-CO2 2,460kg-CO2

図２．１ :導入計画完了後の試算例（Ｏ－７） 

 
一般にＩＣＴサービスでは利用者や利用頻度が増えるに伴い、削減量・削減率ともに増加

する傾向がある。これはそのサービスに用いられるサーバ等のＩＣＴ機器の負荷が、利用者

数や利用頻度あるいは他のサービスとの共用度合いで按分されるため、相対的に小さくなる

ためである。 
この傾向は、常時接続のブロードバンド環境を利用するような場合に特に顕著に現れ、ユ

ーザが導入・整備したブロードバンド環境を、より多くのＩＣＴ利活用に用いれば、それだ

けＣＯ２排出削減につながることになる。 
 
今回評価に必要なデータが十分収集できす、定量的評価に至らなかった応募事例の概要を

表２．５ に示す。 
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表２．５:その他の応募事例 
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サー
ビス

NO 提案企業名

P-24 ラクラス㈱

P-25 日本フォームサービス㈱

TV会

サービス概要 適用分野

複数企業の１業務を１つのサーバで代行 汎用

情報資産や鍵のネットワーク対応型管理
システム

汎用

 

 

T-6 インターワイズ㈱
企業向けにデザインされた自由自在な
Web会議システム

汎用

省電力・省スペースサーバへの更新 汎用

データセンターに冷房効果のあるラックを
導入

データセ
ンタ

②電力・エネルギー消費、③人の移動

環境負荷削減効果の分野

①物の消費、②電力・エネルギー消費、③人の
移動、④物の移動、⑤オフィススペース効率化、
⑥物の保管、⑦業務効率化、⑧廃棄物

②電力・エネルギー消費、③人の移動、④物の
移動、⑥物の保管、⑦業務効率化

②電力・エネルギー消費、⑥物の保管

①物の消費、③人の移動、⑤オフィススペース効
率化、⑦業務効率化議

O-8 企業名公表せず

O-9 日本フォームサービス㈱

そ
の
他

ペー
パー
レス

 

 

２．３ ２０１２年までのＩＣＴ分野における電力消費量及びＣＯ２排出削減効果 
 
ＩＣＴ分野は益々進展を続けているが、その地球温暖化との関係を定量的に把握するため、

我が国における２０１２年までのＩＣＴ使用によるＣＯ２排出（主に電力消費量の伸び）とＩ

ＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果について推計を行うこととする。 
 

２．３．１ ＩＣＴ分野の電力消費量 
ＩＣＴ分野を通信分野と放送分野の２つに分けて、それぞれの電力消費量を推計すること

とした。 
 

２．３．１．１ 通信分野の電力消費量の推計方法 
最新の統計情報に基づき２０１２年度までの電力消費量を推計した。由比藤19らの報告を

ベースに見直した電力消費量の推計方法の概要を以下に示す。電力消費量からＣＯ２排出量へ

の換算においては、電気事業連合会が公表している各年度の使用端ＣＯ２排出原単位の実績値

を用いた。２００７年度から２０１２年度においては２００６年度実績値である 0.410kg-Ｃ
Ｏ２/kWh20を用いた。 

                                                

 

1)推計の対象 

ＩＣＴ関連の機器を、固定通信、移動体通信とインターネットに分類し、さらに、ユー

ザで使用する機器と事業者がサービス提供のために使用する装置に分類して算出した。図

２．２に対象機器を示す。 

 

f.

19由比藤光宏，澤田孝，西史郎，吉田雅哉:ICT 社会におけるエネルギー消費に関する分析, 電子情報

通信学会 2006 年総合大会講演論文集 p308, (2006). 
20 電気事業連合会 電気事業における環境行動計画 2007 年度版（2007 年 9 月）

p3 http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pd  

http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pdf.
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図２．２：電力消費量の算出対象 

 

2）通信事業者系の電力消費量 

固定通信及び移動体通信の通信事業者の電力消費量の予測では、サービス毎の１加入（契

約）当りの消費電力と加入（契約）数の積を用いた。また、インターネットサービスの提

供事業者の電力消費はデータセンタの空調のみとし、データセンタの単位面積当りの電力

消費量とデータセンタの延べ床面積の積により求めた。ルータ、LAN スイッチ、サーバ、ス

トレージ等については、ユーザ側通信関連機器としてカウントすることとした。２０１２

年度の各サービスへの加入（契約）数及びデータセンタの延べ床面積は下記のように設定

した。 

 

2-1)加入（契約）数 

ブロードバンドサービス及び携帯電話の加入数は、現状のトレンドに即した情報通信ネ

ットワーク産業協会（CIAJ）の需要予測21を用いた。ISDNの加入数は、現状のトレンドを

延長して推計した。また、２０１２年度の加入電話の加入数は、電話系サービスの合計が

現状とほぼ同等になる、３，０００万加入とした。推計に使用した２０１２年度の加入者

（契約）数一覧を表２．６に示す。 
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21 情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）：2007 年度通信機器中期需要予測 p21 



表２．６：加入者（契約）数の想定（2012 年） 

12,000移動系3G

0移動系2G

550移動系PHS

400移動系WiMAX

500CATV

750 ADSL

3,000 光(FTTH)

400 ISDN

3,000 加入電話

単位：万加入

12,000移動系3G

0移動系2G

550移動系PHS

400移動系WiMAX

500CATV

750 ADSL

3,000 光(FTTH)

400 ISDN

3,000 加入電話

単位：万加入
 

 

 

 

 

 

 

2-2)データセンタの延べ床面積 

床面積の予測22を市場規模予測23の伸び率で延長推計し、２０１２年のデータセンタの延

べ床面積を約３１０万㎡に設定した。 

 

3）ユーザ側通信関連機器の電力消費量 

通信モデム類（TA、ONU）、サーバ、ルータ、LAN スイッチ（通信事業者分を含む）、通信

関連機器などユーザ側機器は、稼動台数の推計値に１台当りの消費電力及び年間の稼動時

間を乗じて算出した。稼動台数の推計は下記のように行った。 

 

 ・通信モデム類：各サービスの加入数と同じとした。 

・通信モデム類以外：社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）や CIAJ の統計データ等の

出荷台数の実績及び予測値を基に、残存モデルから稼動数を推計した。 

 

残存モデルは、ルータ、LANスイッチの更新が平均 5.4 年程度であることから24、サーバ、

ルータ、LANスイッチ、事業所用PC、ストレージ、プリンタについては、平均寿命が５．５年

になるモデルとした。家庭用PC、メインフレーム、PBX、FAXについては、利用実態に合わせ

利用期間の長いモデルとした。各機器の２０１２年度の稼動数を下記に示す。 
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22
 矢野経済研究所：YzBiz commIT 05 年 10 月号, iDC（インターネットデータセンタ）市場の動向 
http://www.yano.co.jp/commit/menu/opentrendwatch/0510/ 

23
 IDC Japan 株式会社：国内通信事業者のインターネットデータセンタ市場規模予測を発表, 2007 年

7 月 25 日,  http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20070725Apr.html 
24
 CIAJ：ルータ・LAN スイッチ利用実態調査結果, 2005 年 4 月 20 日 

 http://www.ciaj.or.jp/content/plessrelease05/050420.html 

http://www.ciaj.or.jp/content/plessrelease05/050420.html
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「固定通信ユーザ側装置」  【10,400 万台】：単体電話、FAX、TA、モデム等 

「移動体通信ユーザ側装置」  【13,000 万台】：携帯電話、PHS、WiMAX 

「PC（家庭用）」   【3,300 万台】：家庭用パソコン、 

「PC（業務用）」   【3,400 万台】：業務用パソコン 

「プリンタ」    【4,500 万台】：インクジェットプリンタ、 

ページプリンタ 

「サーバ」    【400 万台】：サーバ 

「ストレージ」   【3,400,000 TB】：ネットワークストレージ 

「メインフレーム」   【5,800 台】：メインフレーム 

「ルータ」    【3,100 万台】：ルータ（無線 LAN 機能を含む） 

「LAN スイッチ」   【900 万台】：LAN スイッチ 

「金融端末等」   【23 万台】：CD、ATM、デジタルキオスク端末 

「家庭用マルチメディア端末」 【8,000 万台】：PDA、ゲーム機、車載端末 

「RFID リーダ／ライタ」  【1,500 万台】：RFID リーダ／ライタ 

 

稼動時間については、電話機、FAX、モデム類、サーバ、ルータ、LAN スイッチ、ストレー

ジについては、２４時間３６５日電源 ON とした。その他の機器については、統計資料に基づ

き設定した。 

 

4）前提とした省エネ対策 

電力消費量の推計において前提とした省エネ対策を下記に示す。 

① データセンタ空調 

データセンタ直流給電による省エネ効果を機器給電で 2 割減25、空調で 1 割減26になる

とした。 

② ユーザ装置 

トップランナーによる省エネ対策モデルを、下記の２つとした。 

・性能向上の大きい機器（計算機）：トップランナー適用により、消費電力が従来比 3

割減の機器が導入されるとした27。 

・性能向上の少ない機器（上記以外）：トップランナー適用により、消費電力が従来比

4 割減の機器が導入されるとした。 

 

２．３．１．２ 通信分野の電力消費量 
上述の推計方法により２０１２年までの通信分野の電力消費量を推計した結果を図２．３

 
25 山下隆司：エネルギービジネスの取組み、NTT 技術ジャーナル 2004.2 
26 ヒアリングによる 
27 性能が同じ場合は、消費電力は 4 割減であるが、性能が向上しているため性能向上分の消費電力が

加わり、3 割減になるとした。 



に示す。 

ＩＣＴの普及に伴い、機器の稼動数が増加することで電力消費量は増加し、２０１２年

に５７０億kWhとなる。この値は、日本の２００６年度の総使用電力量８，８９０億kWh28の

６．４%に相当し、電気事業連合会の２００６年度のＣＯ２排出原単位 0.410kg-ＣＯ２/kWh
29

を用いると２，３４０万t-ＣＯ２となる。この値は、２００５年度の温室効果ガス総排出量

の１．７%である。また、省エネ対策を実施した場合は、２０１２年度に４４０億kWhとなる。

この値は、日本の２００６年度の総使用電力量の４．９%に相当し、ＣＯ２排出原単位 0.410kg-

ＣＯ２/kWhを用いると１，８００万t-ＣＯ２となる。この値は、２００５年度の温室効果ガス

総排出量の１．３%である。 

２０１２年の非対策ケースの電力消費量の内訳を図２．４に示す。非対策ケースにおける

電力消費量（５７０億 kwh）に占める内訳はルータ及び LAN スイッチが合わせて２１％、サ

ーバがメインフレームも含めて２０％、PC が業務用と家庭用を合わせて１３％となっている。 

図２．４より、サーバ、ルータの電力消費量の割合が大きく、省電力化の効果が大きいと

考えられる。省電力施策として、トップランナー制度があり、サーバには既に適用されてい

る30 
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図２．３：通信分野の電力消費量 

                                                 

f.

28 電気事業連合会 電気事業における環境行動計画 2007 年度版（2007 年 9 月）
p3 http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pd  

f.

29
 電気事業連合会 電気事業における環境行動計画 2007 年度版（2007 年 9 月）
p3 http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pd
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df

30
 総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会ルーター等判断基準小委員会:ルーター等判断基

準小委員会の今後の開催スケジュールについ

て http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70806a05j.p  

http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pdf.
http://www.fepc.or.jp/env/report/2007.pdf.
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70806a05j.pdf
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図２．４：２０１２年の通信分野の電力消費量の内訳（非対策ケース）

 

２．３．２．１ 放送分野の電力消費量の推計方法 
放送分野では、テレビジョン放送を行う放送局及びテレビ受信機に分けて電力消費量を推

計する。 

放送局の電力消費量については、日本放送協会及び社団法人日本民間放送連盟が２００８

年１月に策定した環境自主行動計画及び研究会構成員へのヒアリング結果に基づいて算定

した。 

テレビ受信機による電力消費量は、研究会におけるＪＥＩＴＡからのテレビ受信機の電力

消費量の推計に関する報告結果を用いた。テレビの使用年数は１０年と仮定している。２０

０５年度までが出荷実績にもとづく試算となっており、パソコンのテレビは除外している。 

 

２．３．２．２ 放送分野の電力消費量 
上記の方法に従って放送局の電力消費量を推計した結果を図２．５に示す。放送局によ

る電力消費量は２００４年に９．９億 kwh であるが、２０１２年には減少し９．２億 kwh

になる。ＣＯ２排出量では２００４年に４１万 t- CO2、２０１２年に３８万 t-CO2となる。

主な増減要因は下記となっている。 

【送信設備】 

増加要因 

・テレビ送信所のデジタルとアナログのサイマル放送（２００３年から２０１１年） 

29 

 



・デジタル送信設備は、放送機用の冷却機の大型化や、遅延装置等新たに設置する機器

があるため、消費電力がアナログよりやや増加 

減少要因 

・アナログテレビ放送の終了（２０１１年７月） 

・ラジオ大電力放送所の送信機の高効率化 

 【送出設備】 

増加要因 

・テレビのデジタル化に伴うサービス数増加（マルチ２ｃｈ、３ｃｈ＋ワンセグ）、Ｅ

ＰＧ・データ放送等機器増加、ＨＤＴＶ、符号化・多重化等圧縮・多重設備の増加 

減少要因 

・アナログテレビ終了に伴うアナログテレビスーパープロセス部分、アナログテレビネ 

ット送出機能、文字多重化設備等の削減 

【その他】（番組制作のテープレス化（ビデオテープによる編集からノンリニア編集へ）） 

増加要因 

・サーバの運用 

減少要因 

・ＶＴＲ、編集機の撤去 
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図２．５：放送局における電力消費量 

 

図２．６にテレビ受信機の電力消費量の推計結果を示す。ブラウン管テレビの電力消費量

は低下したものの、２００４年以降、薄型テレビの普及と大型化に伴い全体の電力消費量は
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増加傾向にある。ただし、液晶パネルの透過率の向上、バックライト蛍光管の低消費電力化、

プラズマパネル構造の改善等の省エネ技術により、液晶テレビ・プラズマテレビの同一サイ

ズの年間消費電力量は３割から４割削減されている31。２００９年以降、普及台数は暫増傾向

を示すこと及び消費電力の低減効果と大型化が横ばいとなることから、２０１２年に約１４

０億kwhと推計された。 
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図２．６：テレビ受信機による電力消費量 

 

放送分野における電力消費量を図２．７に示す。放送分野全体で２０１２年には約１５２

億 kwh になる。このうち、放送局の占める割合は６%である。 
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31 社団法人電子情報技術産業協会（2004 年度と 2006 年度同型製品の比較より） 
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図２．７：放送分野における電力消費量 

 

２．３．３ ＩＣＴ分野における電力消費量 

  通信分野並びに放送分野における電力消費量の推計結果を足し合わせた、ＩＣＴ分野全体

の電力消費量及びＣＯ２排出量を図２．８及び図２．９に示す。なお、通信分野の電力消費量

及びＣＯ２排出量は非対策ケースの値を用いている。 

ＩＣＴ分野全体の電力消費量及びＣＯ２排出量は、今後増加し、２０１２年には、各々、約

７３０億 kWh、約３，０００万 t になる。 
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図２．８：ＩＣＴ分野全体の電力消費量 
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図２．９：ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量 
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２．３．４ ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果の評価 

２．３．４．１ 評価対象ＩＣＴ利活用シーンの設定 

ＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果を評価するために、対象となる利活用シーンを設定し、

従来手段との比較を行うことでＣＯ２排出量の削減効果が評価可能となる。中村らは算出モデ

ルを設定し、統計値を基に２０１０年における日本全体のエネルギー消費量の削減量を試算

している32。この試算方法は中村らによって以下のように改良されている33。 

・利用シーンを分類して重複を回避 

・入手可能な統計値、公開情報を用いて推量値を低減 

・通信の普及度をもとに経年評価が可能 

本研究会では、この方法をベースに変更を加えて２０１２年のＣＯ２削減効果を試算した。

主な変更点を下記に示す。 

 

・ＩＣＴの利活用シーンを追加した。追加した利活用シーンは、電子申請（税申告）、電

子申請（オンラインレセプト）、ＢＥＭＳ34・ＨＥＭＳ35の３つである。 

・最近のトレンドを考慮した最新の統計値や公開情報に変更した。 

・京都議定書目標達成計画に対策が記載されている利活用シーンついては、そのＣＯ２削

減見込み量を用いることとした。具体的には、テレワーク、ＩＴＳ（ＥＴＣ・ＶＩＣＳ・

信号の集中制御化）、ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳである。 

 

 電子申請、オンラインレセプトは、IT 新改革戦略において具体的な数値目標を掲げて記載

されている重点分野であり、非常に多くの国民や企業、関係機関等が関与することから今回

利活用シーンに加えることとした。これらのサービス概要と算出方法については参考資料５

で述べる。 

 

表２．７ に、評価対象としたＩＣＴ利活用シーン及びその概要を示す。 

 

ＩＣＴによるＣＯ２削減効果は、ＩＣＴの利活用によって、従来からのエネルギーを消費す

るライフスタイル・ビジネススタイル・ワークスタイルが代替されることによって生じるた

                                                 
32 中村公雄、西史郎、青木忠一、矢野裕児、瀬戸口泰史、吉田雅哉、紀伊智顕、ICT 進展とエネルギ

ー消費に関する分析、第 18 回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス論文集 16-1、391
（2002） 

33 Jiro Nakamura, Katsuhiko Honjo, Hidetoshi Tatemichi, Toru Tanaka, Yasuhiro Ibata. Shiro Nishi, 
Evaluation of Environmental Impact of the Spread of the Information Communications Services in 
Japan, Joint SETAC Europe, ISIE meeting and LCA Forum Extended Abstracts, 73(2003) 

34 Building Energy Management Systemの略 
35 Home Energy Management System の略 



35 

 

め、ＩＣＴが普及することでその効果は増大する。表２．８ には、各利活用シーンにおける

ＣＯ２削減効果の概要及び試算に用いた主な普及度等を示した。効果の算出年度は、２００６

年（実績）、２０１０年（予測）、２０１２年（予測）である。普及度は、統計値や公開情報

により２００６年までの実績から求めたトレンドを算出年度まで延伸することにより求めた。

尚、京都議定書目標達成計画に対策が考慮されている利用シーン（テレワーク、ＩＴＳ（Ｖ

ＩＣＳ・ＥＴＣ・信号の集中制御化）、ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）については、そのＣＯ２削減見

込み量を２０１０年及び２０１２年の効果とした。 
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２．３．４．２ ２０１２年までのＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果予測 

２．３．４．１の利活用シーンから試算したＩＣＴによるＣＯ２削減効果を表２．９ に示

す。ＩＣＴの普及に伴って、２００６年、２０１０年、２０１２年にはそれぞれ約３，１０

０万ｔ、約６，３００万ｔ、約６，８００万ｔの削減効果が得られることがわる。また、こ

れらのＣＯ２削減量は、２００５年における日本の温室効果ガス総排出量の約２．３％（２０

０６年）、４．６％（２０１０年）、５．０%（２０１２年）である。特に、大きな削減効果の

期待できる利用シーンとしては、オンラインショッピング、サプライチェーンマネジメント、

オンライン取引、リユース、BEMS・HEMS となっており、法人向け電子商取引の効果が大きい

（全体の５割強）。２００６年、２０１０年、２０１２年の評価利活用シーンごとのＣＯ２削

減量を図２．１０に示す。 
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図２．１０：ＩＣＴによるＣＯ２削減効果 

 

２．３．５ ２０１２年までのＩＣＴによるＣＯ２排出量及び削減効果予測 
ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量及びＣＯ２削減効果を図２．１１及び図２．１２に示す。 

図２．１１では、排出量と削減効果を２００５年度の日本の温室効果ガス総排出量に対する

割合で示している。また、図２．１２では、京都議定書の基準年である１９９０年度の日本

の温室効果ガス総排出量に対する割合で示している。通信分野のＣＯ２排出量は非対策ケース

の値としている。 

２００５年度の温室効果ガス総排出量を基準にした場合、２００６年度から２０１２年度

までにＩＣＴの普及に伴い、ＣＯ２排出量は２．０%から２．２%に増加する一方で、ＣＯ２削

減量も２．３%から５．０%に増加する。ＣＯ２削減効果は排出量を上回っており、ＩＣＴの普

及により社会全体のＣＯ２削減が期待できる。なお、この２．３%のＣＯ２排出量には、利用シ

ーンとして考慮されていないインフラとしての電話網等も含まれている。そこで、２００６

年度から２０１２年度までのＩＣＴ普及による効果を試算すると、０．２%のＣＯ２排出量の

増加によって２．７%のＣＯ２削減量を得ることになる。 

京都議定書の基準年である１９９０年の温室効果ガス総排出量を基準にした場合では、２

００６年度から２０１２年度までにＩＣＴの普及に伴い、ＣＯ２排出量は２．２%から２．４%

に増加する一方で、ＣＯ２削減量も２．５%から５．４%に増加する。この５．４%は１９の利

活用シーンによるものであるが、このうち、京都議定書目標達成計画に対策として既に盛り
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込まれいてるテレワーク、ITS、BEMS・HEMS の 3 つの利活用シーンによるＣＯ２削減量は２０

１２年で０．９%になり、残りの１６シーンによるＣＯ２削減量は４．５%となっている。 

京都議定書に基づく我が国の削減義務は、２００８年から２０１２年までの平均値が１９

９０年比６%削減である。２００６年度の温室効果ガス総排出量（速報値）が既に１９９０年

比で６．４%増になっていることから、平均値で１９９０年比で１２.４%の削減が必要な状況

となっている。京都議定書目標達成計画に既に対策として組み込まれている３つの利活用シ

ーンによる削減量は２０１２年で０．９%であり、１２.４%の約７%に相当している。他の１

６シーンまで考慮すると更に４．５%（１２.４%の３６%）まで削減される可能性が示唆され

ることから36、ＩＣＴの利活用を推進していくことが重要である。特に、４．５%には、公共

交通機関、オフィススペース、倉庫の削減等、その効果が即時的には現れない「削減ポテン

シャル」37も含まれており、この削減ポテンシャルを現実のものとするための取り組みが必要

である。  

 

 

 

 

 

 

 

 
36 本試算結果は、ICT の利活用という点で産業部門、運輸部門、業務部門、家庭部門を見渡して ICT

の利活用が進んでいるシーンを抽出している。京都議定書目標達成計画においては、産業界におけ

る自主行動計画の推進・強化が大きなウェイトを占めるが、これには、ICT を利活用した効果が含ま

れている可能性もあり、目標達成計画にそのまま本試算結果を上乗せすることはダブルカウントを

起こす可能性があることから注意が必要である。 
37 TV 会議や e-ラーニング等 ICT の利用によって、公共交通機関や飛行機による移動を減らした場合、

直ちにそれらの運行に影響が出るわけではないため即時的に CO2排出量が削減できるわけではない。

しかしながら、多くの人々が ICT を利活用し、ライフスタイルやビジネススタイルが変革すること

で運行の変化が生じ、実質的に CO2排出量が削減される可能性がある。このような、即時的ではない

が、やがては CO2排出量の削減に結びつく効果を「削減ポテンシャル」という。公共交通機関や飛行

機による人の移動の他にも、オフィススペース効率化や物の保管、業務効率化にも同様なことが言

える場合がある。 
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図２．１１：ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＣＯ２削減効果 

      （2005 年度の日本のＣＯ２総排出量に対する割合） 
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図２．１２：ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＣＯ２削減効果 

     （1990 年度の日本のＣＯ２総排出量に対する割合） 
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